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Ⅰ　工学研究科の教育目的と特徴

１．群馬大学は、「新しい困難な諸課題に意欲的、創造的に取り組むことができ、幅広い国際的視野を備え、かつ人間の尊厳の理念に立脚して社会で活躍できる人材を育成する」という理念のもと、大学院課程にあっては「高い倫理観、豊かな学識及び学際的研究能力を持ち、新しい科学・技術の創造と、社会、地域の発展に貢献できる人材を育成する。専門領域の学問体系の基礎から最先端までの知識・技能を持たせ、自立して研究活動を展開するための基本的能力、実践力、応用力を修得させる。」ことを中期目標として掲げている。

２．この目標を実現するために、本研究科は「学理の探究と新技術の創造を目指し、急激に変化する産業界に迅速かつ柔軟に対応するとともに、未来社会の創造に貢献すること」をその目的としている。この目的を達成するため、次の各号に掲げる課題の実現に努めるものとする。

(1)　先端的な科学技術を担い国際的に活躍できる人材の育成

(2)　世界をリードする創造的教育研究拠点の形成

(3)　産学官連携、地域連携及び国際交流による社会的貢献

３．本研究科は、上記目的をより高度化すべく、「科学技術創造立国を担う科学技術研究者を育成するとともに、産業界で活躍できる先端科学技術者の養成」を重視し、先端的教育・研究の充実と本研究科の更なる飛躍を目指して、平成19年度に大学院重点化を行うと同時に、専攻組織体制の改組を行い、博士前期課程にあっては７専攻、博士後期課程にあっては１専攻（４領域）からなる組織体制へと再編した。

	博士前期課程（定員300）
	博士後期課程（定員39）

	応用化学・生物化学専攻　（定員 106）
	工学専攻
	物質創製工学領域

	機械システム工学専攻　　（定員  44）
	
	先端生産システム工学領域

	生産システム工学専攻　　（定員  30）
	
	

	環境プロセス工学専攻　　（定員  22）
	
	環境創生工学領域

	社会環境デザイン工学専攻（定員  22）
	
	

	電気電子工学専攻　　　　（定員  44）
	
	電子情報工学領域

	情報工学専攻　　　　　　（定員  32）
	
	


４．教育課程にあっては、学部との連続性・一貫性を重視するとともに、前期課程では、講義科目の半分までを研究科共通科目及び他専攻の基盤的な科目（開放専攻科目）からの修得を可能とし、複眼的な視野の広さを養う体制をとっている。また、インターンシップへの積極的参加を促し、実体験学修にも努めている。

５．本研究科の教育目的である、「先端的な科学技術を担い国際的に活躍できる人材の育成」を実現するため、「専門領域における基礎知識と将来指導的役割を担うための資質・能力・意欲・倫理観を持つ人材を選抜すること」、というアドミッションポリシーのもと、博士前期課程300名、博士後期課程39名の入学者を受け入れている。また、「多様な学修歴を持つ受験者の資質・能力を適切に評価し、社会人や留学生を積極的に受け入れる」ために、社会人ドクター制度の実施など、社会人や留学生についても広く門戸を開放している。その他、大学院の転入学制度の見直しや、10月期入学制度も取り入れ、多様な入学ルートを整備している。

６．本研究科は、それぞれが修得した内容を活かして専門職業人として産業・社会で活躍できること、という基本方針のもとに学位 [修士（工学）、博士（工学）]を授与している。
７．本研究科では、「派遣型高度人材育成プラン」、「産学連携製造中核人材育成事業」、「アジア人財資金構想」などの人材育成のためのプロジェクトを積極的に進めている。それと並行して、寄附講座の設立による先端教育の実施、学内の研究プロジェクトと対応した教育体制の整備（ケイ素化学国際教育研究センターの設立）、関連する先端教育の実施を進め、また、学部と連携した実践的英語教育（現代GP）も実施し、総合性と専門性の両面に立脚した人材育成に努めている。
８．また、大学院教育の改善、FD活動を目標に、シラバスの作成も進めており、大学院（修士課程）の講義についても授業評価アンケートを平成19年度後期から試行的に行っている。これらの取組により、本工学研究科の教育目的は実現されている。

「想定する関係者とその期待」

想定する関係者は、本研究科の在学生、その父兄、修了生、就職先企業、我が国の産業基盤を支える人材を必要としている我が国の産業界であり、関連分野の学部・学科をもつ大学などの教育界、また、我が国の科学・技術、文化の発展を願っている我が国の国民である。そこで期待されているのは、大学院教育を通して、豊かな創造性と社会に対する広い見識の涵養をもとにして、専門領域における基礎知識と将来指導的役割を担うための資質・能力・意欲・倫理観を持った専門技術者・研究者を輩出することにある。

	想定する関係者
	その期待

	在学生
	社会で活躍をするのに必要な工学分野の学識や技術を修得し、高度専門職業人、専門技術者・研究者としての能力・スキルを修得・向上させられること（各種の研究機関や有力企業への就職に有利となること、など）

ｍ



	父兄
	本研究科での学修を通して、その師弟たちが希望する研究・技術分野、職種で指導的な立場に立って活躍できるだけの十分な学識・技術を修得できること（希望する企業や研究機関などに就職できること、など）

	修了生
	高い能力を持ち、社会で活躍する修了生が出身母校から輩出されること、また技術相談などができること（学会、産業界等で高い評価を受け、かつマスコミなどで母校出身者の活躍が紹介されること、など）

	就職先企業
	採用大学大学院から高い専門的な知識・技術と能力を持った人材、専門技術者・研究者が継続的に輩出され、企業の人材確保、円滑な業務運営の保障につながること（技術開発等で即戦力となる人材確保に有利となること、など）

	産業界
	産業基盤を支える、創造性、広い見識、専門分野に対する適応能力をもった専門技術者・研究者を継続して養成すること（先端分野で即戦力となる人材の養成、など）

	関連分野の教育関係者
	学部卒業生のキャリアアップのルートとして評価できる大学院であること（大学の場合）、あるいは本研究科の前期課程修了生が進学した場合に必要十分な学識とトレーニングを受けさせていること（大学院博士後期課程の場合）

	国民
	我が国の科学・技術の発展や文化の発展に、専門分野での活躍を通して寄与できる人材を育成すること（在学生・修了生が、学会、産業界、マスコミなどで評価、紹介されるような成果を出し、またその成果が社会に還元されること、など）


Ⅱ　分析項目ごとの水準の判断

分析項目Ⅰ　教育の実施体制

(1) 観点ごとの分析

	観点　基本的組織の編成


(観点に係る状況)

本研究科は、平成19年に改組を行い、現在、博士前期課程７専攻、博士後期課程１専攻・４領域で構成されている。博士課程の各専攻の教育目的は資料１－１－Ａのとおりである。

資料１－１－Ａ　専攻の構成とその教育目的
	課程
	専攻名
	分　野
	教育目的

	博士

前期

課程
	応用化学・生物

化学専攻
	応用分子化学、機能材料化学、機能生物科学、環境保全化学、標準・先端計測化学、先端機能材料、先端バイオテクノロジー
	新しい機能を持つ物質の創製や材料としての応用開発、生理活性物質の機能解明と探索・開発のための基礎・応用両面の知識と技術を修得し、実際に活用できる専門技術者・研究者の育成

	
	機械システム工学

専攻
	エネルギーシステム工学、マテリアルシステム工学、メカトロニクス工学
	人類の持続的発展を支える社会基盤としての機械工学の発展に必要となる独創的機械の開発と機械を含む様々なシステムの構築のための高機能化や高効率化、知能化を進められる専門技術者・研究者の育成

	
	生産システム工学

専攻
	生産機械工学、電子情報工学
	未来の革新的な先端技術や製品を開発できる基礎科学や基礎技術を総合的に身につけた専門技術者・研究者の育成

	
	環境プロセス工学

専攻
	環境・エネルギー創生、エネルギープロセス開発、マイクロプロセス工学、プラズマ・食品プロセス、材料プロセス化学
	物質やエネルギーが変換される様々な生産プロセスを対象にし、生産とともに物質循環やエネルギーの有効利用を推進することのできる専門技術者・研究者の育成

	
	社会環境デザイン

工学専攻
	コンクリート工学、地盤工学、環境工学、流域環境学、災害社会工学
	安全・安心で住みやすい持続可能な社会のデザインとその実現を理念とし、土木工学の主要分野を機軸とした問題解決手法を理解・実践できる専門技術者・研究者の育成

	
	電気電子工学専攻
	電子デバイスシステム、計測制御エネルギー、情報通信システム、基礎電子物性、アナログ集積回路工学
	電気電子工学に関する専門知識を身につけ、関連諸分野に応用できる基礎能力を修得した専門技術者・研究者の育成

	
	情報工学専攻
	情報数理工学、計算機工学、知識情報工学、数理科学工学
	情報技術そのものについての深い素養と情報化の急速な発展に柔軟に対応できる普遍的な能力を兼ね備えた専門技術者・研究者の育成

	博士

後期

課程
	工学専攻
	物質創製工学、先端生産システム工学、環境創生工学、電子情報工学
	研究分野を融合化した研究・教育活動を展開し、多角的な視野を有する先端的研究者・技術者の育成


専攻別の院生定員並びに現員は資料１－１－Ｂ、１－１－Ｃに示すように、充足率は前期課程は常に100％を超えている。後期課程は、18年以降は100％を越えている。平成18年度までは、改組前の専攻の構成についてであり、平成19年度は改組後のものである。定員充足率の適正化に向けた取組については資料１－１－Ｄに示す。

資料１－１－Ｂ　専攻別の学生定員と実績（改組前、平成16～18年５月１日現在）

	課程
	専　攻　名
	平成16年
	平成17年
	平成18年

	
	
	定員
	現員
	充足率
	定員
	現員
	充足率
	定員
	現員
	充足率

	博士

前期

課程
	応用化学専攻
	 24
	 24
	100.0%
	 24
	 29
	120.8%
	 24
	 32
	133.3%

	
	材料工学専攻
	 22
	 25
	113.6%
	 22
	 38
	172.7%
	 22
	 31
	140.9%

	
	生物化学工学専攻
	 37
	 30
	 81.1%
	 37
	 50
	135.1%
	 37
	 42
	113.5%

	
	機械システム工学専攻
	 41
	 60
	146.3%
	 41
	 67
	163.4%
	 41
	 48
	117.1%

	
	建設工学専攻
	 13
	 21
	161.5%
	 13
	 17
	130.8%
	 13
	 20
	153.8%

	
	電気電子工学専攻
	 35
	 59
	168.6%
	 35
	 43
	122.9%
	 35
	 66
	188.6%

	
	情報工学専攻
	 27
	 44
	163.0%
	 27
	 43
	159.3%
	 27
	 38
	140.7%

	
	ナノ材料システム工学専攻
	 31
	 34
	109.7%
	 31
	 32
	103.2%
	 31
	 37
	119.4%

	
	計
	230
	297
	129.1%
	230
	319
	138.7%
	230
	314
	136.5%

	博士

後期

課程
	物質工学専攻
	  7
	  8
	114.3%
	  7
	  3
	 42.9%
	  7
	  9
	128.6%

	
	生産工学専攻
	 12
	 17
	141.7%
	 12
	 14
	116.7%
	 12
	 25
	208.3%

	
	電子情報工学専攻
	  7
	  2
	 28.6%
	  7
	  6
	 85.7%
	  7
	  3
	 42.9%

	
	ナノ材料システム工学専攻
	 13
	  7
	 53.8%
	 13
	  4
	 30.8%
	 13
	  6
	 46.2%

	
	計
	 39
	 34
	 87.2%
	 39
	 27
	 69.2%
	 39
	 43
	110.3%


資料１－１－Ｃ　専攻別の学生定員と実績（改組後、平成19年５月１日現在）

	課　程
	専　攻　名
	平成19年

	
	
	定員
	現員
	充足率

	博士前期

課　　程
	応用化学・生物化学専攻
	106
	 94
	 88.7%

	
	機械システム工学専攻
	 44
	 56
	127.3%

	
	生産システム工学専攻
	 30
	 32
	106.7%

	
	環境プロセス工学専攻
	 22
	 19
	 86.4%

	
	社会環境デザイン工学専攻
	 22
	 14
	 63.6%

	
	電気電子工学専攻
	 44
	 61
	138.6%

	
	情報工学専攻
	 32
	 27
	 84.4%

	
	計
	300
	303
	101.0%

	博士後期

課　　程
	工学専攻
	 39
	 43
	110.3%


資料１－１－Ｄ　定員充足率の適正化に向けた取組

	・一般入試（夏季）に加え、冬期入試及び留学生選抜

・社会人（特に、後期課程）入学制度

・推薦入学の実施

・10月期入学制度

・大学院志望者向け案内パンフレットの作製

・大学院説明会の開催


大学設置基準等の改正により、平成19年４月１日からは、教育研究上の責任体制を明確にするため、教授、准教授、講師、助教、助手を配置している。指導教員数、指導補助教員数は資料１－１－Ｅのとおりであり、大学院設置基準を満たしている。

資料１－１－Ｅ　専任教員の配置状況

	課  程
	専　攻　名
	指導教員数
	大学院設置基準上の必要教員数

	
	
	指  導

教員数
	指導補助

教 員 数
	計
	
	うち研究

指導員数

	博士前期

課　　程
	応用化学・生物化学専攻

化学専攻


	 37
	25
	 62
	16
	 4

	
	機械システム工学専攻

工学専攻
	 21
	 7
	 28
	 7


	 4

	
	生産システム工学専攻
	 12
	 4
	 16
	 7
	 4

	
	環境プロセス工学専攻
	  8
	 4
	 12
	 7
	 4

	
	社会環境デザイン工学専攻
	  7
	 6
	 13
	 7
	 4

	
	電気電子工学専攻


	 19
	 7
	 26
	 7
	 4

	
	情報工学専攻
	 12
	 7
	 19
	 7
	 4

	
	計
	116
	60
	176
	58
	28

	博士後期

課　　程
	工学専攻
	 55
	75
	130
	13
	 4


本研究科の専任教員数は資料１－１－Ｆに示すとおりである。博士前期課程の在学生総数は626名、博士後期課程の在学生総数は142名であり、資料の教員一人あたりの学生数（博士前期課程、19年度１年分）から見て、教育課程の遂行に必要な教員を十分に確保している。

資料１－１－Ｆ　担当教員配置状況（博士前期課程）（平成19年５月１日現在）

	専　攻　名
	教授
	准

教授
	講師
	助教
	助手
	計
	学生数
	教員１人

あたりの

学 生 数

	応用化学・生物化学専攻
	27
	25
	0
	17
	2
	 71
	 94
	1.3

	機械システム工学専攻
	 9
	12
	0
	 7
	0
	 28
	 56
	2.0

	生産システム工学専攻
	 4
	10
	0
	 3
	0
	 17
	 32
	1.9

	環境プロセス工学専攻
	 5
	 4
	0
	 3
	0
	 12
	 19
	1.6

	社会環境デザイン工学専攻
	 5
	 2
	3
	 4
	0
	 14
	 14
	1.0

	電気電子工学専攻
	 9
	14
	2
	 8
	0
	 33
	 61
	1.8

	情報工学専攻
	 9
	10
	1
	 6
	1
	 27
	 27
	1.0

	計
	68
	77
	6
	48
	3
	202
	303
	1.5


	観点　教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制


(観点に係る状況)

本研究科における教育上の課題は、教授会、代議員会、研究科教務委員会、研究科評価委員会で扱われている。さらには全学の「大学教育・学生支援機構」の中の「大学教育センター」、各専攻のカリキュラム委員会などと連携して、教育目標を実現するための適切な教育方法、カリキュラムの設計が行われている。評価委員会では、授業評価の実施（平成19年度後期から１専攻で試行、平成20年度からは全専攻で実施を計画）と教育方法の改善作業・FD活動の実施などが扱われている。教務委員会は、院生の教務・学務・厚生に関する事項全般の運営を担当し、FDに関しても評価委員会と連携して担当している。代議員会では各委員会の活動についての全体的点検がなされ、最終的に教授会において決定がなされる。教育内容、教育方法の改善に向けた活動として評価委員会が行う授業評価活動は、学部での活動と連携して行われ、研究科全体としてまとめられ教員にフィードバックされている。（資料１－２－Ａ）

資料１－２－Ａ　教育内容、教育方法の改善に向けた取組とそれに基づく改善の状況

	教育上の課題を扱う体制
	・　研究科評価委員会、研究科教務育委員会、大学教育センターの連携による教育方法の改善、カリキュラムの設計・見直し

・　研究科評価委員会による教育プログラムの点検

・　各専攻カリキュラム委員会での見直し・改善

	改善に向けた実施体制と取組
	工学研究科評価委員会は、学部の評価委員会が毎年前期と後期に実施している「学生による授業評価アンケート」を学部と並行して行い、授業方法の改善に活用すべく、平成19年度後期から試行的に開始

	改善の状況
	①　各教員はアンケートの結果を受けての改善、対応策を提出し、授業方法の改善に利用している。

②　集計結果を全教員に伝えることにより、研究科・専攻総体としてのFDに役立てている。


 (2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　 期待される水準を上回る。

(判断理由)

　工学研究科は資料１－１－Ａにあるように博士前期課程７専攻・博士後期課程１専攻から構成されている。院生の在籍状況は現在、研究科の定員を満たしており、博士後期課程も定員を充足している。教員の配置も教育課程の遂行に必要な教員を十分に確保しており、教育組織は適切に編成・運営されている。また、平成19年度には大学院重点化・専攻組織の改組を行うことによって、時代に即応した教育理念・目的の高度化が進められている。特に、これまでの桐生地区での教育・研究の実施体制に加え、太田地区に学際的な「ものづくり」教育研究をめざした「生産システム工学専攻」を太田市の全面的な支援を受けて設置し、社会人教育にも努めている。

また、教育内容、教育方法の改善に向けて、工学研究科評価委員会及び工学研究科教務委員会が中心となって、教育内容及び教育方法の改善に向けた取組を行っている。その結果は、大学院での講義や学位取得に向けた実験・研究の向上・改善に結びついている。

以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、社会で活躍するのに必要な工学分野の学識や技術を修得した人材の育成、専門技術者・研究者の育成という関係者からの期待に対する本研究科の教育の実施体制は、期待される水準を上回っていると判断できる。

分析項目Ⅱ　教育内容

(1) 観点ごとの分析

	観点　教育課程の編成


(観点に係る状況)

本研究科では、養成する人材像と学問分野・職業分野の特徴を踏まえて教育目標（前掲資料１－１－Ａ）を設定し、教育課程並びに修了要件を定め、授与する学位として修士（工学）、博士（工学）を定めている。

本研究科の教育課程は、深い専門性と総合的視野を身に付けられるよう、前期課程にあっては、各専攻の専門科目、研究科の共通科目、開放専攻科目の３つに区分されている。それぞれの特徴は資料２－１－Ａのとおりである。講義科目に加え、演習と実験が必修となっており、それらが融合した教育を行うシステムとなっている。

なお、他大学出身者や社会人、他分野からの進学者・入学者が専攻の教育に円滑に適合できるように配慮した科目（工学基礎インテンシブ）も設けている。

資料２－１－Ａ　教育課程の位置付け・内容（博士前期課程）

	各専攻の

専門科目
	専攻の分野の基礎となる基盤科目と、応用的な展開科目の２つから成り、アラカルト的な履修ではなく、自らが学ぶ専門分野を中心としたコア科目群を選定・受講することにより修得科目間に系統性を持ったものとさせる

	研究科の

共通科目
	研究科の全専攻に提供される基礎科目群で、プレゼンテーション能力、コミュニケーション能力や情報処理技術を養う科目、MOT教育・知財経営管理・インターンシップなど実践的な科目からなる

	開　　放

専攻科目
	専門分野に偏らない広い視野を培うために、各専攻の基盤的な科目からなり、これらの積極的な受講を促すべく単位取得の柔軟化が図られている。


　後期課程においても、前期課程と同様の考え方に基づき、工学専攻内の各領域を融合的に修得すべく３区分構成とし、先端的な研究を遂行するための関連分野の受講・修得を容易にした。研究科共通科目には従来のリサーチプロポーザルを発展させた科目である領域間交流ゼミを設け、全領域にまたがった発表会を課して自己啓発につなげるようにしている。（資料２－１－Ｂ）

資料２－１－Ｂ　教育課程の位置付け・内容（博士後期課程）

	各領域の専門科目
	領域の専門的、先端的科目群

	研究科共通科目
	領域間交流ゼミ、国際インターンシップ（国際会議への参加）、派遣型インターンシップ、経営管理、実験、演習、実習科目。特に、領域間交流ゼミでは副査制度を導入し、副指導教員を定めて多様な視点から研究を進めることを助ける。また、長期のインターンシップ制度を措置し、経済的補助も行う。

	開放領域科目
	専門分野に偏らない広い視野を培うための、各領域の基盤的な科目


各専攻の最低修得単位配分（前期課程は合計32単位、後期課程は合計６単位）を資料２－１－Ｃに示した。後期課程においては、工学研究特別実験、工学研究特別実習、国際インターンシップは必修となっている。

資料２－１－Ｃ　最低修得単位配分（博士前期課程）

	・　工学特別演習４単位

・　工学特別実験８単位

・　講義科目・実習科目のうち20単位

　　そのうち、２単位以上を研究科共通科目、又は他専攻の開放専攻科目から修得

・　講義科目10単位まで研究科共通科目、又は他専攻の開放専攻科目から修得、または他専攻の講義科目で振り替えて修得できる


	観点　学生や社会からの要請への対応


(観点に係る状況)

学生のニーズ、社会からの要請等に応じた教育課程の編成に関して、専攻組織の改組も含め、資料２－２－Ａに示すように、多彩な取組がなされている。インターンシップ制度の充実による産学連携の人材育成に努めている。特に、英語教育に関しては、国際的に活躍できる技術者・研究者の育成という観点から積極的に取り組み、プレゼン・ヒアリング・スピーキング能力の向上に努めている。

資料２－２－Ａ　学生のニーズ、社会からの要請等に応じた教育課程の編成

	教育課程上の取組
	概　　　　　要

	他専攻科目の履修
	他専攻科目についても修了要件として取り扱える

	社会人入学者など

のための接合科目
	他大学出身者や社会人、他分野からの進学者・入学者が専攻の教育に円滑に適合できるように配慮した科目（工学基礎インテンシブ）の設置

	早期修了
	早期修了制度を設け、期間を短縮しての学位取得を可能としている

	学部との連続科目
	カリキュラムの整備を通して、学部４年次に大学院科目を先取りすることが可能となった

	キャリア教育・インターンシップ
	インターンシップ制度が実施され、企業等に派遣してキャリア教育を受けている

	国際インターンシップ
	研究科として旅費などの経済的補助を行っての国際会議への参加・発表

	派遣型高度人材育成協同プラン
	「企業から期待されるナノテク技術人材の育成」を目的として、産学が人材の育成・活用に関して協力しあう体制をとり、長期の派遣（約３ヶ月）を可能とした実践教育

	アジア人財資金構想
	コンソーシアム企業と連携した留学生の育成

	転入学制度の見直し
	指導教員の異動による転入学のみならず、自己の希望による転入学も認める

	大学院の長期履修
	従来の期限内での修了が困難な社会人などのために、本人の希望により履修期間を選択できる制度を措置している

	連携大学院
	連携大学院による、先端分野についての教育

	現代GP
	「産学連携による理系専門英語の実践型教育」プログラムを活用し、国際的業務に従事していくための教育を行っている


さらに、本研究科では研究生や科目等履修生などの入学も認めており、在学状況は資料２－２－Ｂに示すとおりである。

資料２－２－Ｂ　研究生、科目等履修生等の在学状況

	　
	概　　　要
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	研究生
	特定の専門事項について研究することを願い出た者
	0
	0
	0
	0

	聴講生
	授業科目の聴講を願い出た者
	3
	1
	4
	4

	特　別

聴講生
	他大学等の学生が聴講を希望する場合に当該大学との協議に基づき聴講を許可された者
	0
	0
	0
	0

	科目等

履修生
	授業科目の履修を願い出た者。単位を与えることができる。
	0
	0
	0
	0


(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る。
(判断理由)

本研究科では、平成19年度に専攻組織の改組を行い、専門性と総合性を両立させる教育課程、学部と大学院の連続した教育課程を遂行していく体制を整備した。また、実践性、ものづくりを志向した新専攻（博士前期課程）の設置も行い、社会人教育にも熱心に取り組んでいる。平成20年３月（19年度末）の時期での博士後期課程在学生142名中、社会人学生の数（割合）は71人(50.0％)である。

さらに、資料２－２－Ａにあるように、研究科の改組も含め、学生の多様なニーズ、社会からの要請等に対応して教育課程の整備、カリキュラムの再編成も行っている。インターンシップ、英語教育にも重点的に取り組み、現代GPプログラムを活用して、仕事で英語が使える技術者・研究者の育成を進めている。

これら、社会と地域のニーズを反映した取組は極めて積極的であり、関係者からの期待される水準を上回っていると判断される。

分析項目Ⅲ　教育方法

(1) 観点ごとの分析

	観点　授業形態の組合せと学習指導法の工夫


(観点に係る状況)

本研究科では、資料３－１－Ａに示す教育方法により、学理の探究と新技術の創造を目指し、急激に変化する産業界に迅速かつ柔軟に対応するとともに、未来社会の創造に貢献するために、高い専門的能力と健全な理念を持ち、世界のリーダーとして国際的に活躍できる人材を育成する、という本研究科の教育目的に従い、各専攻がカバーする専門領域・分野それぞれの特性に沿って、資料３－１－Ｂに示すような授業形態上の特色を重視しながら、教育を進めている。

資料３－１－Ａ　群馬大学大学院工学研究科規程

	第５条　研究科における授業科目及び単位数は，別表第１（博士前期課程），別表第２（博士後期課程）のとおりとする。


資料３－１－Ｂ　授業形態上の特色

	研究科共通科目：論文発表技法特論、経営管理、産業技術論、インターンシップなどの実践的な科目群を、特別実験、特別演習に加えて編成し、総合的な視野・評価批判能力の育成に努めている。


教員の担当科目に関しては、教授・准教授が開設科目を担当し、平均的には１教員が１科目を担当している。本研究科では、資料３－１－Ｃのように科目コード、担当教員、単位数、講義日時及び講義内容が記載された履修の手引きとシラバスを作成し、公開している。（http://syllabus.jimu.gunma-u.ac.jp/customer/open/kensaku/index.jsp）また、シラバスの活用に向けて、ガイダンス時での周知の徹底や、日常的なシラバスに対する意識向上のための取り組みを行っている。
資料３－１－Ｃ　シラバスの共通記載項目の一例

（社会環境デザイン工学専攻、旧、建設工学専攻）

	[image: image1.png]Syllabus



　群馬大学 2007年度シラバス

	＜工学研究科＞

	地盤環境・防災工学特論

	科目コード：8115071502
	履修コード：　

	鵜飼 恵三 （ウガイ ケイゾウ）

	単位：2単位

	講義日時：前期 木曜日 1-2時限


	キーワード
土砂災害、斜面崩壊、降雨、地震、災害対策

	授業の目標及び期待される学習効果
斜面災害の原因など、講義の内容に関して最新の知識を与え、理解させる。現行の斜面災害評価法と数値解析による評価法を理解させ、自分で使用できるようにする。

	授業の概要
斜面災害を対象に、斜面崩壊の原因、崩壊メカニズム、予測法、対策法について講義する。斜面災害の最新情報を講義に取り入れる。数値解析法による斜面災害の評価法を講義の各所で織り交ぜる。

	授業内容のレベル
やや高度だが、建設工学の基礎知識があり、自然災害に興味があれば理解できる。

	履修資格
特になし

	この授業の基礎となる科目
土と地盤の力学Ⅰ・Ⅱ（学部）、地盤環境工学（学部）、地盤力学特論

	関連授業科目
地盤力学特論

	テキスト/参考書
テキストはなし。プリントを配布する。 
土質力学：足立格一郎、共立出版（株） 
斜面の安定・変形解析入門：鵜飼恵三他、地盤工学会 
豪雨時斜面崩壊のメカニズムと崩壊予測：沖村孝他、地盤工学会 

	授業の形式（授業方法）
講義が中心 
宿題を４回ほど出し、これに対するレポートを提出させる。 
宿題はA4用紙にWordで作成、文章は2000字程度 

	評価（成績評価基準）
レポート100％：A、B、C、D、Xの判定を行う

	オフィスアワー
月曜の午後(13:00-17:00)（社会環境デザイン工学専攻棟５階鵜飼研究室）

	授業の展開（授業計画）
宿題はA4用紙にWordで作成、文章は2000字程度 
第１回　　斜面崩壊災害の事例、豪雨時、地震時、崩壊のメカニズム：pptを使用 
第２回　　同上 
第３回　　これまでの斜面安定解析法、（宿題）水平・鉛直震度を考慮した式を導く 
第４回　　強度定数の逆解析法、不撹乱試料のφを試験から求めて、ｃを逆算することもある、
　　　　　　英文論文概要作成（宿題） 
第５回　　対策工を設置したときの安全率計算法、間隙水圧の簡単な予測法、無限長斜面、 
　　　　　　フローネット、浸透流解析 
第６回　　土のせん断強度、モール・クーロンの式、ビショップの式（不飽和土） 
第７回　　切土と盛土の設計法、標準設計法、標準設計法によらない場合 
第８回　　地すべり現場見学（予定）：（宿題）感想文の作成 
第９回　　降雨時の斜面崩壊予測法、道路斜面のリスクマネージメント 
第10回　　間隙水圧を予測するための浸透流解析、Richardsの式、2・3次元飽和・不飽和浸透流解析 
第11回　　FEMによる斜面安定解析法と崩壊の予測法 
第12回　　FEMにもとづく斜面安定解析ソフト、（宿題）解析計算 
第13回　　斜面崩壊の対策、生須地すべりの対策事例、 
　　　　　　　（宿題）法面から水が滲み出す盛土の排水対策法 
第14回　　土砂災害に関する法律 
第15回　　講義のまとめ、レポートの講評 


また、学生の教育研究能力の向上を図るために、TAやRAの制度が活用されている。TAやRAの採用状況は資料３－１－Ｄに示すとおりであり、各専攻でガイダンスなどを行った後に業務に従事させている。TAの従事時間数は平成19年度実績で、工学研究科全体で8,859時間である。

資料３－１－Ｄ　TA、RA採用実績

	
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	TA採用数
	233
	235
	253
	236

	RA採用数
	 12
	 13
	  6
	 14


	観点　主体的な学習を促す取組


(観点に係る状況)

本研究科では、学生の自主的な学習を促し、授業時間外の学習時間・実験時間を確保するため、各授業においてレポートや課題を与え、担当教員のアドバイスを受けながら自主的に進めていく授業形態を取っている。また、大学院の講義にあっても期末試験を実施するなど、問題意識の覚醒に努めている。また、インターンシップも導入しその単位化も図られている。

　シラバスにおいては、学生の質問、相談に応対するオフィスアワーを設定している。また、授業の目標及び期待される学習効果を明記し、各専攻の学習・教育目標との関係も明記して全体的なカリキュラムに対する授業の位置付けを理解させている。

学位論文の作成以外にも、学会などでの研究発表を前期課程修了の必要条件としている専攻もあり、学習上での目標の明確化を図っている。
履修指導においては、研究科及び各専攻において進級時の４月にガイダンスを行い、学習教育目標と修得すべき授業とその流れを説明し、学生自らが自己の学習状況を点検・把握し、学習計画を策定できるように配慮している。（資料３－２－Ａ）

　また、修了時には、本学部・研究科の同窓会の群馬大学工業会による奨励賞が設けられ、学業成績や研究活動などで優秀な結果を残した学生の表彰を行っている。

資料３－２－Ａ　履修ガイダンスの実施状況

	
	実施時期
	実施対象者
	実施内容

	研究科
	４月
	主に前期課程１年次
	研究科としての学習教育目標と修得すべき授業とその流れ、シラバス、厚生等を解説する。

	各専攻
	４月
	主に前期課程1年次
	各専攻において、学習教育目標の説明や学習の手引きを行い、履修計画の作成を指導する。


 (2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準にある。
(判断理由)

本研究科の教育目標を達成するために、専門とする分野についての履修が適切に行えるよう配慮したカリキュラム、受講方法を提示し、スクーリングやゼミ形式の授業を通して、教育の実質化を図っている。インターンシップへの参加も促して、社会とのつながりについても自覚を持たせている。修了時には、本学部・研究科の同窓会の群馬大学工業会による奨励賞が設けられ、成績や研究活動などで優秀な結果を残した学生の表彰を行っている。これらの取組や活動は、十分に関係者の期待に応えていると判断できる。

分析項目Ⅳ　学業の成果

(1) 観点ごとの分析
	観点　学生が身に付けた学力や資質・能力


(観点に係る状況)
本研究科の学位取得状況は、資料４－１－Ａに示すとおりである。留年者数、休学者数などについては資料４－１－Ｂに、修業年別の学位授与状況は資料４－１－Ｃに示すとおりである。後期課程では、学位論文の他に学術雑誌への論文公表が義務付けられている関係で留年者が多いが、学生はおおむね適切に学力を身に付けていると判断できる。

資料４－１－Ａ　学位取得状況
	学位授与
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	博士前期課程
	265
	277
	291
	303

	博士後期課程
	課程博士
	 21
	 17
	 21
	 28

	
	論文博士
	 10
	  7
	  7
	  4

	
	計
	 31
	 24
	 28
	 32


資料４－１－Ｂ　休学・退学・留年・転部科の状況
	課程
	年度
	学生数
	休学者数
	退学者数
	留年者数
	転専攻者数

	博士前期

課　　程
	平成16年度
	581
	20 ( 3.4%)
	19 ( 3.3%)
	15 ( 2.6%)
	1 (0.2%)

	
	平成17年度
	609
	 7 ( 1.1%)
	10 ( 1.6%)
	11 ( 1.8%)
	6 (1.0%)

	
	平成18年度
	633
	13 ( 2.1%)
	19 ( 3.0%)
	17 ( 2.7%)
	2 (0.3%)

	
	平成19年度
	627
	11 ( 1.8%)
	11 ( 1.8%)
	12 ( 1.9%)
	0 (0.0%)

	博士後期

課　　程
	平成16年度
	110
	 7 ( 6.4%)
	 7 ( 6.4%)
	15 (13.6%)
	0 (0.0%)

	
	平成17年度
	109
	 6 ( 5.5%)
	10 ( 9.2%)
	22 (20.2%)
	0 (0.0%)

	
	平成18年度
	125
	15 (12.0%)
	14 (11.2%)
	26 (20.8%)
	1 (0.8%)

	
	平成19年度
	143
	19 (13.3%)
	 8 ( 5.6%)
	24 (16.8%)
	0 (0.0%)


資料４－１－Ｃ　修業年別学位授与状況

	課程
	年度
	最高学年

学 生 数
	修了者数
	標準修了

年限内で

の 修 了
	標準修了
年限を超過

しての修了
	その他

(編入学者)

	博士前期

課　　程
	平成16年度
	289
	265 (91.7%)
	262 (90.7%)
	 3 ( 1.0%)
	0 (0.0%)

	
	平成17年度
	297
	277 (93.3%)
	270 (90.9%)
	 7 ( 2.4%)
	0 (0.0%)

	
	平成18年度
	319
	291 (91.2%)
	285 (89.3%)
	 6 ( 1.9%)
	0 (0.0%)

	
	平成19年度
	322
	304 (94.4%)
	294 (91.3%)
	10 ( 3.1%)
	0 (0.0%)

	博士後期

課　　程
	平成16年度
	 41
	 21 (51.2%)
	 11 (26.8%)
	10 (24.4%)
	0 (0.0%)

	
	平成17年度
	 48
	 17 (35.4%)
	 14 (29.2%)
	 3 ( 6.3%)
	0 (0.0%)

	
	平成18年度
	 55
	 21 (38.2%)
	 15 (27.3%)
	 6 (10.9%)
	0 (0.0%)

	
	平成19年度
	 51
	 28 (54.9%)
	 19 (37.3%)
	 9 (17.6%)
	0 (0.0%)


また、資格取得の状況として、教員免許状の取得状況を資料４－１－Ｄに示した。参考に、社会環境デザイン工学専攻（同学科の学部生の結果も一部含んでいる）の学生の取得資格の状況を資料４－１－Ｅに示す。

資料４－１－Ｄ　教員免許状取得状況
	
	課程
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	高校（工業）
	博士前期課程
	37
	30
	37
	62

	　
	博士後期課程
	 0
	 0
	 3
	 0


資料４－１－Ｅ　社会環境デザイン工学専攻の学生の資格取得状況

	資　格　名
	平成16年
	平成17年
	平成18年

	測量士補
	38
	45
	37

	高等高校教諭一種免許状（工業）
	 2
	 8
	 9

	公務員地方上級及び国家公務員II級
	 8
	 6
	 5


また、院生の研究活動（各種学会発表状況）を資料４－１－Ｆに、院生の受賞状況を資料４－１－Ｇに示す（学部との区分無し）。研究室において、質の高い研究活動に携わっていると判断できる。履修状況、学位取得状況の点でも、教育研究指導が高い質で行われていることを示している。

資料４－１－Ｆ　学生の研究活動

	
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	セミナー、研究会
	113
	101
	 67

	学会（国内）発表
	447
	456
	463

	学会（国際会議）発表
	 94
	 62
	240

	学術誌公表
	176
	177
	133


資料４－１－Ｇ　学生の受賞状況（学部学生の分も一部含まれているが、大半が大学院生である。）

	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年

	4
	14
	25
	40


上記の他に、各専攻の成績（研究成果）優秀な学生に対して群馬大学工業会より奨励賞が贈られている。
	観点　学業の成果に関する学生の評価


(観点に係る状況)

１．学生からの意見聴取の取組
　平成19年度後期から、工学部評価委員会の主導による授業評価アンケートを一つの専攻（応用化学・生物化学専攻で実施）で試行的に実施している。平成20年度以降は全専攻に拡大していく計画となっている。平成19年度の実施結果を資料４－２－Ａに示す。

資料４－２－Ａ　授業評価アンケートの実施状況

	専攻名
	実施科目数
	回収枚数

	応用化学・生物化学専攻
	13
	184


２．授業評価アンケートの結果と分析
授業評価アンケートの結果と分析は授業科目毎に担当教員により取りまとめられている。詳細は研究科評価委員会にて取りまとめられている。

ここではある科目の集計結果（報告書の一部）を資料４－２－Ｂに示す。授業アンケートによる学生からの意見は、全科目について集計し、共通的な評価点や要望意見をまとめて教員にフィードバックし、授業内容及び授業方法の改善に向けての活動が実施されている。資料、スライドを多用した授業が好評であるが、反面、自分で資料を検索する努力が損なわれる面もある。

資料４－２－Ｂ　授業アンケートの例

	学生による授業評価 報告書

平成　１９　年度　　後　期　

授業科目名　　○○○○○○○○　　　○　年　　　　　　授業実施教員名　　　　○○　○○　　　　

アンケート用紙総数　　26　枚

授業についての評価

優れている

やや優れている

やや劣る

劣る

無回答

19

7

0

0

0

この授業について、優れている点、劣っている点（一部抜粋）

・毎回授業を始める前に、前回の授業の復習テストをするので、復習しつつ授業を受けられる

・緊張感をもって授業を受けられる

・パワーポイントを写すのが大変である

改善して欲しい点、授業でふれて欲しい内容（一部抜粋）

・演習の時間をもう少し増やして欲しい

・パワーポイントをプリントにして欲しい


３．修了生アンケートの結果と分析

修了時にはアンケートを実施していないが、修了生に対してアンケートを実施しており、その結果を授業方法の改善に役立てている。集計結果の詳細は工学研究科にて取りまとめられている。すべてを転記することができないので、ここでは平成18年度に実施した修了生アンケートの集計結果の一部（前期課程：応用化学専攻、材料工学専攻、生物化学工学専攻、後期課程：物質工学専攻、生物・生産工学専攻修了生）を資料４－２－Ｃ、Ｄに示す。詳細は、別添資料「教育改善のための卒業生アンケート（平成19年3月）」に記載されている。

資料４－２－Ｃ　修了生アンケートの結果の例－１
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資料４－２－Ｄ　修了生アンケートの結果の例－２
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４．学生からの直接の意見聴取
以上の他、学生からの直接の意見聴取として、以下が実施されている。

(1) ガイダンス時における自由討論。

(2) その他、研究科教務委員が、個々の学生からの要望に対応する。

(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る。
(判断理由)

　院生の学位取得状況、資格取得状況、各種学会などでの発表・受賞状況を考えると、教育の成果や効果が上がっていると判断できる。英語教育、プレゼンテーションやコミュニケーション能力向上のための各種の取組を受けて、国際会議への積極的参加が顕著となっている。資料４－１－Ｇに見られるように、各種の受賞が増加傾向にあることを見ても、教育の成果が着実に上がっていると言える。また、修了生アンケートの結果（別添資料）から、社会人の立場として本研究科のカリキュラムが「役立っている」という意見が大半を占めていることからも、教育の成果や効果が上がっていると判断できる。

分析項目Ⅴ　進路・就職の状況

(1) 観点ごとの分析

	観点　卒業(修了)後の進路の状況


(観点に係る状況)

本研究科の修了生の進路状況は資料５－１－Ａのとおりである。博士前期課程修了生のうちの後期課程への進学者は、本研究科への進学である。職業区分ごとの就職先については、資料５－１－Ｂのとおりである。また、主な就職先の企業名を資料５－１－Ｃに示す。後期課程修了生の場合には、ほとんどが専門的な研究開発の職に携わっている。

資料５－１－Ａ　修了生の進路状況

	課程
	年度
	計
	進　　　　　　学
	就職
	その他

	
	
	
	大学

院研

究科
	大学

学部
	専攻科
	別科
	外国の学校・

専修学校等
	計
	
	

	博士

前期

課程
	平成16年
	265
	16
	0
	0
	0
	2
	18
	231
	16

	
	平成17年
	277
	16
	1
	0
	0
	0
	17
	246
	14

	
	平成18年
	291
	 9
	0
	0
	0
	0
	 9
	270
	12

	
	平成19年
	304
	12
	0
	0
	0
	0
	12
	288
	 4

	博士

後期

課程
	平成16年
	 21
	 0
	0
	0
	0
	0
	 0
	  8
	13

	
	平成17年
	 23
	 0
	0
	0
	0
	0
	 0
	 11
	12

	
	平成18年
	 21
	 0
	0
	0
	0
	0
	 0
	 10
	11

	
	平成19年
	 28
	 0
	0
	0
	0
	1
	 1
	 21
	 6


資料５－１－Ｂ　修了生の就職先－職業区分ごとの比率（％）

	課程
	年度
	就職者数合計
	専門的・技術的職業
	その他

	
	
	
	科  学

研究者
	農林水産

業 食 品

技 術 者
	機械・

電　気

技術者
	鉱工業

技術者
	建築･

土木･

測 量
	情  報

処  理

技術者
	その他

技術者
	教員
	その他
	

	博士

前期

課程
	平成16年
	231
	 0.4%
	 3.0%
	45.9%
	19.5%
	 3.0%
	10.8%
	 4.8%
	 0.0%
	 0.4%
	12.1%

	
	平成17年
	246
	 0.0%
	 3.3%
	49.2%
	19.9%
	 3.3%
	12.2%
	 6.1%
	 0.4%
	 1.6%
	 4.1%

	
	平成18年
	270
	 0.0%
	 3.0%
	50.7%
	23.3%
	 4.8%
	 5.9%
	 5.9%
	 0.0%
	 0.0%
	 6.3%

	
	平成19年
	288
	 0.7%
	 2.1%
	48.6%
	21.9%
	 3.1%
	 9.7%
	 6.9%
	 0.0%
	 0.0%
	 6.9%

	博士

後期

課程
	平成16年
	  8
	12.5%
	 0.0%
	12.5%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	37.5%
	 0.0%
	37.5%

	
	平成17年
	 11
	72.7%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%

	
	平成18年
	 10
	20.0%
	 0.0%
	30.0%
	20.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	10.0%
	 0.0%
	20.0%

	
	平成19年
	 21
	23.8%
	 4.8%
	23.8%
	33.3%
	 4.8%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 0.0%
	 9.5%


資料５－１－Ｃ　主な就職先

	新日本製鐵、日立製作所、日立化成工業、三菱化学、武田薬品工業、信越化学、日本原子力開発機構、ＢＡＳＦジャパン、東芝、三洋電機、トヨタ自動車、ロート製薬、キャノン、日産自動車、本田技研工業、群馬県庁、群馬大学、東京電力、ＮＴＴ、富士通、凸版印刷、東武鉄道、味の素など


	観点　関係者からの評価


(観点に係る状況)

修了生や、就職先の関係者からの意見聴取は、卒業生・修了生アンケート、企業への評価アンケート、企業懇談会、インターンシップ発表会等、様々な方法により行っている。
卒業生・修了生アンケート調査は、大学教育の成果と課題を調査して教育改善を行うことを目的に、平成19年３月に行われた。詳細なデータ（学部と大学院との区別はなく、一体として集計）は、「教育改善のための卒業生アンケート（平成19年３月）」（別添資料）にまとめた。現在の仕事において「専門カリキュラムで学んだ知識が役立っている」に「はい」又は「どちらかといえばはい」と肯定的に答えた割合がどの専攻・学科でも80％以上に上り、教育カリキュラムが高い評価を得ていることが分かる。また、専門の基礎的分野の重要性が特に指摘されている。しかし、外国語教育に関しては否定的な意見も多く、改善が必要であることについて認識し、現代GPの取組などを活用しつつ、改革を図っている。
企業への本研究科（工学部についても同時実施）の卒業生・修了生についての評価アンケートのうち、「卒業・修了時に以下の能力を身につけているか」という質問に対する回答を資料５－２－Ａに示す。本研究科の教育について好評価が得られており、継続して求人したいという企業がほとんどである。

資料５－２－Ａ　企業へのアンケートの結果

	
	身につけて

いる
	どちらかといえば

身につけている
	どちらかといえば

身につけていない
	身につけて

いない
	分からない

	即戦力
	 4
	19
	11
	4
	5

	基礎的な学力
	18
	24
	 1
	0
	0

	一般的な教養
	16
	25
	 1
	0
	1

	専門的知識
	12
	28
	 1
	1
	1

	創造力
	 5
	28
	 5
	0
	5

	忍耐力
	 7
	29
	 3
	0
	4

	リーダーシップ
	 3
	23
	10
	1
	6


また、寄せられた意見、並びに企業懇談会や各種打ち合わせ等における就職先等の関係者からの意見聴取において得られている意見のうち代表的なものを資料５－２－Ｂに示す。専門分野の能力について高い評価を得ている。

資料５－２－Ｂ　企業アンケートでの代表的な意見

	・　群馬大学の方は入社後開花される方が多いです。

	・　長所として地味ながらも本質を見据え着実に問題解決に向かう人が多い。

	・　文章作成能力など実務に直結する基礎的能力について十分な教育がされている。

	・　研究について自分のテーマのみならず、所属研究室等で実施されている広範な課題についても理解しており、発展性が高い。

	・　共同研究などを通じて大学外における経験を積んでいることも多く、社会の実情を理解できている。


(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準にある。
(判断理由)

　前期課程から後期課程への進学がまだ少ないという問題はあるが、研究科修了生の進路状況をみると、就職した場合には技術系の開発職について専門を活かしていること、就職先の企業等からも高い評価を得ていることから、教育の成果・効果が十分に上がっていると判断できる。

Ⅲ　質の向上度の判断

①　事例１「専攻組織の改組、再編」(分析項目Ⅰ、Ⅳ、Ⅴ)

(質の向上があったと判断する取組)

平成19年度に大学院重点化並びに専攻組織の改組、再編を行い、教育プログラムの抜本的な改定とプロジェクト型の研究活動のさらなる展開を進めていく体制を整備した。教育プログラムにおいては、各専攻の専門科目、研究科の共通科目、開放専攻科目の３グループからの横断的な受講を可能とし、専門に偏ることなく、学部段階での教育との連続性にも配慮し、相互的・複合的な視野を有する人材を育成していく体制が整備できた。修了生アンケート（P.８-17～18、資料４－２－Ｃ、Ｄ参照、並びに別添資料「教育改善のための卒業生アンケート（平成19年３月）」参照）の結果からも、修了生からの期待が大きいことがわかる。また、新たに設置された「国際インターンシップ制度」により国際会議への参加・発表を促している。その結果、国際会議への発表件数が大きく増加してきている。さらには、学部を中心に進められている、産学連携による理系専門英語の実践型教育プログラム（現代GP）に本研究科も参加し、仕事で英語が使える技術者の育成を進め、プレゼンテーション能力の向上につなげる外国語教育にも取り組んでいる。これらの取組により、教育の実施体制、教育内容は大きく改善していると考えられる。

②　事例２「インターンシップ、派遣型高度人材育成協同プラン」(分析項目Ⅱ、Ⅲ)

(質の向上があったと判断する取組)

　平成18年度の文部科学省公募に対し、「企業から期待されるナノテク技術人材の育成」が採択となり、産学が連携して人材の育成にあたる長期（３ヶ月程度）のインターンシップが進められている。就業体験や職業意識の醸成を図るという通常のインターンシップとは異なり、必要な周辺分野の教育を実施し、専門知識に加え幅広く周辺知識をもつ技術者を実践的に育成するという試みで、19年度には５名が参加し、高度専門技術者の育成に役立てている。

③　事例３「アジア人財資金構想、高度専門留学生の育成事業」(分析項目Ⅱ、Ⅲ)

(質の向上があったと判断する取組)

　高度専門留学生の育成事業として、経済産業省・文部科学省から採択された高度専門留学生の育成事業がスタートしている。コンソーシアム企業、海外姉妹校と連携して、留学生の獲得・教育を進めている。これにより、海外姉妹校との教育・研究両面での協力関係をさらに強化しつつある。

④　事例４「修了生アンケート」（分析項目Ⅳ、Ⅴ）

（高い水準を維持していると判断する取組）

　修了生アンケートを定期的（５年ごと）に行い、社会で活躍している修了生の視点から捉えた本研究科の教育プログラムの評価を継続的に取り込むことにより、自己点検・改善活動を続けている（P.８-17～18、資料４－２－Ｃ、Ｄ参照、並びに別添資料「教育改善のための卒業生アンケート（平成19年３月）」参照）。
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